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本稿は、現下の労働市場の諾特徴を、分析の視点に反省を加えながら叙述しようとするものである。その際、京都
府
を
事
例
と
し
て
い
る
。
京
都
府
を
と
く
に
と
り
あ
げ
る
理
由
は
主
と
し
て
調
査
上
の
便
宜
に
よ
る
も
の
で
あ
る
が
、
京
都
市
を
中
心
と
し
て
ま
と
ま
り
あ
る
比
較
的
大
き
な
労
働
市
場
地
域
が
形
成
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
そ
の
内
部
に
伝
統
的
産
業
と
発
展
産
業
が
並
存
し
て
い
ること、府北部と南部が裏日本、表日本の対照的な経済構造をもっていることなどから、全国的な諸傾向が縮図的に
あらわれると予想したためである。
さて第一に、労働市場の地域的構成についてふれておかなくてはならない。まず通勤圏、通勤によって結びつけられ
労働需給が完結すると想定される地域がある。このような地区労働市場（－．８二四ヶ・門曰凹鳥の庁）は、これまでもアメリカ
労働経済学などで、好んで研究対象とされてきたが、それは、この中では、雇用に関する情報が支障なく伝達され、ま
た
内
部
に
お
け
る
競
争
が
円
滑
に
お
こ
な
わ
れ
る
と
予
想
さ
れ
る
ｌ
現
実
は
そ
う
で
は
な
い
が
Ｉ
単
位
で
あ
る
た
め
で
あ
る
．
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労働力不足下の地域労働市場
五四
市場が労働需要、労働供給および賃金の三つの要素から構成されるとすれば、職種に応じた地域的ひろがりが想定さ
れるが、労働需要地点との関連における住居の地域的分布と交通手段によって多くの職種の平均的通勤範囲が成立
し、これが実用的な意味での労働市場地域である。
わが国の場合、新規学卒者の採用に企業の関心が集中し、しかも全国的競合関係にあるところから、労働市場分析
における右の概念は全面的には有効でない。しかしこの点についても、予め地域区分を設定して分析し、区分それ自
体がどこまで有意味か、事例について検討する手続が必要であろう。京都府の場合、右のような労働市場地域は一つ
ではなく、少なくとも数個から成り立っており、その範囲、内部構成、相互関係も高度成長以降かなり変化している。
つぎに「労働力不足」である。現在大部分の企業経営者が労働力不足感を抱いていることはその意識調査に明らか
で
あ
る
し
、
ま
た
、
労
働
者
不
足
数
に
関
す
る
統
計
調
査
が
昭
和
三
五
年
頃
か
ら
お
こ
な
わ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
労
働
力
不
足
が量的に把握できるように見える。標題にかかげた労働力不足というのも、さしあたり右のような日常的な意味であ
る。すなわち、企業経営者が何人かの労働者を採用しようとしてしかも充足できず、その量が他方における失業者数
や企業の余剰人員よりも多い現象である。このような定義は、、ヘヴァリッジの完全雇用に関する規定にほぼ準拠した
（１） 
ものとみなすことができよ』ワ。労働省職業訓練局「技能労働力需給状況調査」による現行の不足数に関する定義は、
「採用を予定しまたは計画しながら採用できず、六月一日現在欠員となっている人数」であるから、これも右の定義
に沿ったものであるといえる。しかし、これを、個々の企業にあてはめると、採用予定（計画）人員および欠員の計
上方法は区々であり、したがって調査結果もあいまいな性格をもたざるを得ない。機械工業では現有設備能力が基準
となることが多いが、大企業では経営計画による人員、小企業では残業時間が参照される。不足人員に関する調査結
第１表労働力不足の対応策（製造業，京都府）
（回答事業所に対する比率，％）と
く
に
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京都府中小企業団体中央会「中小企業労働実態調査」
44年にはこのほか配置転換，職業訓練の採用(10.3）女子による代替
(14.0）定年延長(6.8）
42年にはこのほか配置転換，職業訓練の採用（3.4）
41年にはこのほか配置転換，職業訓練の採用（8.4）
なお41,42年の「家族労働力の活用」は「縮小または家族労働力の活用」
＊選択肢なし。
資料出所
(注）１．
２ 
果に極端な差を生じる一例をあげれば、採用難のため、
夜間の交替勤務を中止しやがて廃止するような場合が
ある。｜｜交替では三交替の定員の一一一分の一一であるかも
しれない。ところで、一時点で欠員を生じそれが持続
するとか、それを予想して企業経営者は各種の対応策
をとる。京都における既存調査では、第一表のような
ものがある。論理的に整理すれば、主なものは労働力
の種類の転換、管理面での節約、省力化投資、下請・
外注利用である。これらの対応策の結果、個々の企業
としては欠員は減少しよう。第一および第四の対応策
は量的に、しかし安価に、稼働人員を維持し、第二は
内包的にその効率を高めようとするものである。これ
らの対策も、現時の社会的条件や経営管理方式のもと
でも直ちに限界に突き当るとは限らない。また第三の
機械設備による労働力の代替は、労働力不足による
賃金、人件費の上昇によって促進されるから、社会的
欠員としての労働力不足は、持続するとは限らない。
五
五
第２表技能労働力不足率の推移
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資料出所京都府職業安定課「技能労働力需給状況調査」
(注）３９年までは規模15人以上，それ以降は５人以上
域
労
衝
市
場
五
六
しかし、需要の成長率が一同く、労働節約的投資等の効果が十分大きくなく、追加的労働供給
を超過する労働需要の拡大があれば社会的欠員としての労働力不足は当然持続する。わが国
の場合、昭和三○年代の後半以降そのような状況が続いているように見える。京都府の場合
も、全国的傾向と同様で、技能労働者（ほ図単純労務を除くブルーカラー）の不足率は第二
表のように推移しており、他方失業者数は僅少である。もちろん、このような統計は前述の
点を除外しても、労働力不足の指標としては十分ではないという見解も根拠がある。それは、
量的な把握では、労働市場の構造的問題、すなわちわが国の場合、新規学卒や若年層に対す
る需要の集中、中小零細規模において相対的に高い不足率などの質的な側面が含まれていな
いからである。このような点から、労働力不足現象があらわれた初期には、わが国の労働力
不足と西欧のそれとを区別する見解も広く行なわれた。京都の実態についても、山下高之教
授は金属機械産業を対象とする昭和四三年の調査の分析で「若年労働市場への大企業のわり
込
み
」
に
よ
る
「
低
賃
金
層
と
し
て
の
若
年
労
働
力
の
不
足
」
が
労
働
力
不
足
現
象
の
核
心
で
あ
る
と
し
て
（２） 
いる。このような傾向、とくに後段の傾向は最近時点でも否定できない。しかし、社〈言的な
欠員の持続するなかで、若年層の低賃金も若干改善し、高齢者以外では、好況期には少なく
とも安定所窓口における需要超過の傾向が顕著である。高齢者をはじめ企業の選好尺度の末
端に位置する層の就職難という質的不均衡は社会的な欠員数の増大によって企業の採用基準
の
変
更
を
通
じ
て
改
善
さ
れ
る
。
わ
が
国
に
お
け
る
労
働
力
不
足
現
象
に
質
的
な
不
均
衡
が
目
立
つ
の
で
あ
不足率(％） 11.2 8.3 14.9 16.0 13.3 11.8 12.  18.6 16.3 18.8 22.9 
21.2 37.0 38.2 35.8 44.2 鹿:|蘂弊謡謡iiBfT論
（３） 
るが、これは量的な側面による労働力不足と切り離して論じ得ない。本稿での労働力不足ｊｂこのような意味である。
以下一で京都府下における労働市場の地域構成とその変化を叙述した後、二において労働力不足下の微妙な就業構
造の変化である小零細企業とサービス部門における就業増の状況と原因について考察し、最後に賃金構造の変化と、
前二者との関係を分析した。これらは、労働力不足の持続とともに顕著になってきた傾向のうち重要なものである。
な
お
こ
の
ほ
か
、
既
存
資
料
に
よ
っ
て
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
中
小
企
業
に
お
け
る
省
力
化
投
資
等
の
労
働
へ
の
影
響
に
つ
い
て
は
別
に実態調査を行なっている。
（注）
（
１
）
ベ
ヴ
ァ
リ
ッ
ジ
は
『
自
由
社
会
に
お
け
る
完
全
雇
用
』
に
お
い
て
完
全
雇
用
を
定
義
す
る
に
あ
た
っ
て
、
失
業
者
数
よ
り
常
に
多
い
欠
員
が
あ
る
状
態
と
し
、
ま
た
、
そ
の
欠
員
が
賃
金
に
お
い
て
公
正
で
あ
り
、
適
当
な
地
理
的
位
置
に
あ
る
と
い
う
質
的
条
件
を
加
え
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な程度の差や質的条件はそのまま統計的概念に具体化し難い。
（２）「京都金属機械工業における『労働力不足』の実態と労働条件の変容」（京都商工情報一九七○年八七、八八号）
（３）労働需要の増加、減少にあたって、賃金以外の諸条件、とくに採用や昇進基準という非貨幣的要素が調整されることを労
働市場の特徴として強調する見解がある（三の］ぐ旨三・両のＱの円》百ヶ・ロロ山のＨ・ヨロ、同８口・曰『．］①、『．ｇ・哩囹ｌ心）。これ
は労働者相互間の代替が容易に行なわれることを予定している。一方、質的不均衡による構造的な失業は、経済の成長率が
高くとも解消し得るとは限らないという悲観的な見解が、失業率の高かった一九五○年代のアメリカで主張されたが、少数
説で、その後のアメリカ失業率の経過はこの見解を否定するごとくである。地域を限定すれば、職種の範囲が不明確な日本
の
場
合
は
、
労
働
者
間
の
代
替
の
範
囲
は
大
き
い
と
み
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
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五
七
高度成長の過程における労働力の地域間流動の結果、全国的に過密・過疎の問題が生じたが、発展的な工業中心地
と
、
日
本
海
側
の
後
進
的
な
経
済
を
も
つ
京
都
府
の
場
合
は
、
府
内
に
こ
の
二
つ
の
現
象
が
生
じ
た
。
府
北
部
に
お
け
る
人
口
の
絶
対
減
と南部における高率の増加傾向は、昭和三○年以前からみられたが、高度成長の過程で促進され、昭和四○年代には
緩和されつつ同じ傾向を持続した。市町村別にみると、変動には凹凸が目立ち、昭和四○’四五年の期間に京都市の
南
ま
た
は
南
西
に
隣
接
す
る
宇
治
市
、
乙
訓
郡
で
の
増
加
は
五
○
％
か
ら
一
七
○
％
に
も
及
び
、
他
方
、
北
部
に
つ
い
て
は
産
業
、
交
通
等の条件に恵まれない二、一一一の町で同じ期間に二○％に近い人口の減少がみられる。南部と総称される地域でも京都
市
か
ら
北
、
ま
た
は
北
西
へ
三
○
粁
離
れ
る
と
人
口
の
絶
対
減
が
み
ら
れ
る
し
、
市
の
南
で
も
山
間
部
で
は
同
様
で
あ
っ
た
。
こ
の
期
間
に
人
口
の
増
加
し
た
市
町
村
の
面
積
は
府
全
体
の
面
積
の
三
割
程
度
で
、
実
際
に
は
居
住
可
能
な
地
区
の
み
を
と
れ
ば
、
京
都
市
お
よ
び
周辺の局限された場所への人口集中が急速に進んだのである。なお、全体として人口が減少している北部でも、丹後
機業の中心地ではわずかながら人口の増大がみられる。
以上の変化は夜間人口に関するものであるから、直接的には住居の変動を示している。どの大都市にでもみられる
ように、都心部の人口が郊外に転出するいわゆるドーナツ化現象が京都の場合もみられる。これは一つには、都心部
における生活環境悪化の反映であるが、同時に労働市場の側面からは、伝統産業等における職と住の場所的結合が弛
緩し、通勤による市場圏が拡大し、または形成されることである。
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第３表京都市における通勤人口の推移
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資料出所京都市統計センタ ｢昼間人口統計調査」および国勢調査
昼間人口調査によれば、京都府においても通勤による流出入が増大しており、京都市
については、市内で就業する者に対する通勤による流入人口の比率は、ここ十年間にほ
ぼ倍増している（第三表）。公共職業安定所の業務においても、現行の情報処理システム
による「即時紹介」とも関連しつつ、管轄区域をこえた需給の結合が増加しており、ま
たこれを政策的にも促進しようとしている。このように通勤の範囲が拡大するととも
に、その内部で労働需給が密接に結びつけられ比較的均質な市場圏が形成されたことが、
高度成長を通じて労働市場の地域編成に生じた第一の特徴である。これは、いわば通勤
の過密化である。しかし、均質化は部分的にしかすすまないことにも注意しなくてはな
らない。京都市周辺部の人口増大地域では同時に一展用量の増大が著しい場合が少なくな
い。その際には小規模な通勤圏が成立してくる。時には市内からの転出企業が寮、社宅
を建設することによって新たな職・住の結合が生じる。同じような関係は大阪と、京都
市および周辺地域の間にも成立している。前記調査によれば、京都市を中心とした比較
的まとまった労働市場地域の構成は、最近の通勤労働者数等からみてつぎのように図式
化できよう。まず、京都市という労働需要の中心地から、交通の便に従って三五粁が通
常の通勤圏である。この中にある衛星的市町は、地元の雇用量が少ない場合、「ベッド・
タウン」であるし、そうでない場合は副次的、小規模な労働需要の核となって全体の労
働
市
場
圏
の
中
に
位
置
を
占
め
る
。
ま
た
、
全
体
の
労
働
市
場
地
域
は
よ
り
大
き
な
労
働
需
要
地
で
卿
市
場
五
九
Ａ 
通勤流入
Ｂ 
通勤流
Ｃ 
就業者 Ａ/Ｃ Ｂ／Ｃ 
|昭和i1年L讓十111｢人|ｉｉｉ千人I曇%にli1
通
京
市内に、なお労働需給バーフンスの
一，一
大
き
な
差
異
が
残
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち、労働力不足の程度がもっとも強かった昭和四五年度の統計によると、京都市北部を管轄する京都西陣公共職業安
定所本所では求人倍率○・八五と有効求職者数が求人数を上回っていたのに対して、市の南部等を管轄する京都七条
安定所は求人の超過（同一・四五）が著しかった。前者が繊維産業、後者が金属機械産業の集中地区を含み、産業、
職種による摩擦がもっとも大きな原因である。しかし、安定所の求人が概して熟練度の低い層に偏っていることから
労
働
力
不
足
下
の
地
域
労
働
市
場
六
○
あ
る
大
阪
と
結
び
つ
い
て
い
る
。
こ
の
滋
賀
県
】
田
十
十
○
コ
旧回四画ｗ・皿、剖曰罰
９，託
地域構成は、高度成長以前から企
業
立
地
、
交
通
手
段
な
ど
に
よ
っ
て
目
、
、
、
、
、
、
、
然に成立し、行政区画を単位とし
、
、
場てみれば、その型に基本的変化は
航なかったといってよいであろう・
労、変化は主として通勤労働力の量と
柵通勤距離が増大したことによるも
京のであった・
図１
さ
て
、
地
域
内
の
通
勤
に
よ
る
流
動
第
化がすすんでいる反面、同じ京都
すれば、地域内の流動性が、これらの層について低いことの影響もあると考えられる。市内における通勤人口の比重
をみても、従業者の大部分は同一の区内の居住者であるし、通勤による流入の大半は隣接の区からのものである。
京都市以外に眼を転じよう。府内には通勤人口の純流入がある市町がいくつかある。具体的には、昭和四五年調査
で、舞鶴市および福知山市にそれぞれ一一五○○人程度、織物産地などの北部四町でそれぞれ二○○’九○○名の通勤
純流入があった（第一図）。これらの市町に純流入があるのは、これら地区にある程度産業が集中していることのほ
か、行政区画が広狭、または具体的にどうひかれているかという、いわば偶然的な要素にもよっている。なお、労働
需要が大部分地元市町村の通勤者によって満たされる自足的な小労働市場地域も考えられ、右のうちでは舞鶴市がこ
れに近いが、市町村内の雇用規模が数百人程度の場合も、多くは右のような自足的市場圏をなすと考えられる。
北
部
の
労
働
市
場
地
域
の
共
通
の
特
徴
は
、
こ
れ
ら
の
自
足
的
な
市
場
圏
を
基
礎
と
し
、
労
働
需
要
の
規
模
が
大
き
い
場
合
、
通
勤
を
通じてゆるやかに結びついていることであり、京都市および周辺で結合が密接であるのと対照的である。また、北部
における通勤人口の純流入地域について時系列的にみると、京都市およびその周辺と同様、昭和三五’四○年に比べ
四○’四五年の通勤人口純流入の増勢は鈍っており、その数も少なく、変化は緩慢であった。
労働市場地域の需給は通勤のほか、住居移動を伴う隔地間の移動により影響をうける。京都府の場合、就業構造基
本調査によれば、一年前との対比において転職者中常住地を変えた者は第四表のような割合となっており、また昭和
四○年、四六年対比では府外からの流入は増大している。類似の傾向は職業安定機関の扱った、各安定所管轄外から
の
求
人
充
足
の
う
ち
、
府
外
か
ら
の
も
の
の
比
率
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
に
み
ら
れ
る
。
た
だ
し
、
府
外
か
ら
の
充
足
の
絶
対
数
は
、
全
国的労働力不足傾向を反映して頭打ちである。一方、表の示すとおり、府内における住所変更を伴う移動数は変化し
労
働
力
不
足
下
の
地
域
労
働
市
場
一ハー
第４表転職者，新規就業者の住所移転状況（京都府）
（単位千人）
１－前と常１Ｈｌと帛 府外から数住地か同し住地が異る府内移動(得東貿)(その他)移者調査年次 総 労働力不
足
下
の
地
域
労
働
市
場
転職者
昭和37年
４０ 
４３ 
４６ 
新規就業者
昭和37年
９
６
６
８
 
２
２
２
２
 
２
８
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１
１
１
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８
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３
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２
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２
２
 
４
８
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４
３
３
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５
０
９
６
 
３
３
２
２
 
９
８
９
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３
３
４
４
 
６
５
５
６
 
０
３
６
 
４
４
４
 
２
２
 
２
２
 
け
資料出所総理府統計局「就業構造基本調査」
一ハ｜’
ていない。また、職業安定機関を通ずる求人充足数のうち、府内
他安定所からのものは、絶対的に減少している。これは、一見、
府北部における過疎現象と矛盾するようであるが、京都府北部の
過疎地域の住民の流出先の大部分が地元市町村内に限られている
と
い
っ
た
事
情
や
、
過
疎
化
が
人
口
流
出
の
累
積
と
し
て
起
っ
て
い
る
た
め
通常の労働移動統計では把握し難いことによるものである。労働
力
不
足
が
進
展
す
る
過
程
で
は
、
一
方
で
採
用
基
準
の
一
つ
で
あ
る
地
域
的
範囲を企業が拡大する動きがあるとともに、他方、これと競合す
る小労働市場地域ではその地域の労働力を失なわないような企業
の
対
応
が
お
こ
な
わ
れ
た
の
で
あ
る
。
新規学卒者（第四表新規就業者の五’六割）の労働市場について
も、同様の事情にある。新規学卒労働力が不足するとともに、企
業は採用地域を拡大し、地元からの採用に依存してきた企業も地
元以外からも採用するようになった。現在、新規学卒労働力の大
部分を占める高校卒についてみれば、京都府下では通勤範囲外に
対する求人の割合が高まってきたものの、他の労働需要地とも競
合するため、京都府への高校卒の現実の流入は昭和四二’一一一年を
ピークに減少に転じ、他の既成大労働需要地と同じ傾向があらわれている。新興の労働需要地への就職の増加、出身
府県内での就職を促進する企業と地方当局の政策など労働市場地域間の競合と、求職者の選好を反映するものであ
る。また府内をみると、それぞれの労働市場地域は、その学卒者の需給における特徴を保ちながら、需要増大に際し
て相互の競合を強めてきたと考えられる．高校卒についてはｌ職業安定機関による把握が運営上も統計上も不十分
で
あ
る
が
、
そ
の
資
料
に
よ
る
と
ｌ
需
要
拡
大
の
時
期
に
も
北
部
の
小
労
働
市
場
地
域
で
は
実
際
に
は
自
足
的
性
格
を
維
持
し
て
い
る
が、京都市および周辺の企業は府外とともに府下からの求人を増大している。
以
上
、
隔
地
間
の
労
働
需
給
に
つ
い
て
は
、
労
働
力
不
足
の
継
続
に
よ
っ
て
好
況
期
に
は
そ
れ
ぞ
れ
の
労
働
市
場
間
の
求
人
の
競
合
が
密接になったといえよう。しかし、その割には地域間移動の実数が拡大した訳ではない。両者のずれの理由としては、
新規学卒者については総数が限られ、求人競争となってきたこと、一般の労働者については住居移転の経済的、非経
済的障害があげられよう。なお、新規学卒就職者の流入先府県は、昭和三○年代のものとあまり大きな変化がない。
しかも、求人難の中で採用地域の拡大に成功したのは上層の企業にすぎず、これらの企業も含めて、特定企業の特定
学校との結びつきなど濃厚な人的関係を通じて、募集、定着活動を行なう傾向が根強い。労働力不足下に労働市場地
域間の競合は激化したものの、実現された地域間移動の量や特徴に大幅な変化はなかったといえよう。
上述のとおり、昭和四十年頃から最近にいたる期間の労働市場の地域構造は、広域的な関連を深めながら、旧来の
労
働
力
不
足
下
の
地
域
労
働
市
場
一ハーーー
二
雇
用
構
造
の
変
動
第５表規模別従業員数の構成と変化（民営事業所，京都府）
（単位：％）
構成比 増加数の構成比規模 労働
力
不
足
下
の
地
域
労
働
市
場
32年’３５年’３８年’４１年’４４年 35-32138-35141-38144-41 
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10.8 
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10.1 10.6 12.8 
10.7 15.0 14.1 13.0 22.0 
資料出所
(注）太字
総理府統計局「事業所統計調査」
ま構成比の増加したもの｡（）内は実数で単位千人｡３２ 35年伏字を除く。
六
四
流動の特徴を維持してきた。これは供給面では地域間労働移
動の困難性などに伴うものであるが、需要面では、昭和三十
年
代
以
降
の
太
平
洋
ベ
ル
ト
地
帯
を
中
心
と
す
る
産
業
発
展
の
型
が
持
続し、同時に労働需要の構造変化が必ずしも急速でなかった
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
前
記
の
労
働
需
要
地
に
お
け
る
雇
用
量
の変動を事業所統計でみても、昭和一一一五’四一年と四一、ｔ四
四年では、前の時期にくらべて後の時期の雇用の伸びはより
均等であった。
昭和四十年以降、それ以前の高度成長期に比較して地域的
な雇用の変化が少なかったことと並行し規模別等にみた一雇用
構成も、この時期には、景気動向を反映しつつも概して安定
的に推移した（第五表）。たとえば全国的には昭和一一一十年代初
期の高度成長期には、上位の企業における雇用が増大し、小
零細企業の雇用はむしろ絶対的に減少する傾向があった。し
かし、最近では、このような、急速、大規模な構造変化はみら
れない。この点は京都の場合も同様であって近年の基本的な
特徴である。ただ微妙な変化もみられる。京都の場合にその
第６表規模別従業員数の推移（京都市工業） 傾向はつぎのようなものであった。
Ｈ就業者中雇用労働者の占める比率は増大しているものの、昭和四○年代前半の増加速度は以前にくらべて鈍って
いる。とくに非農林業自営業主数の絶対的増加が目立ち、その就業者中に占める比率は低下していない。自営業主数
の増加は、商業部門よりは工業部門で目立つ（国勢調査ほか）。
ロ
産
業
別
従
業
者
数
の
変
動
を
み
る
と
、
好
況
下
で
も
製
造
業
に
お
い
て
増
加
数
お
よ
び
増
加
率
が
逐
次
鈍
化
し
、
さ
ら
に
昭
和
四
五
41年 42年 43年 44年 45年
計
１～９ 
100.0 101.3 102.4 105.6 103.5 労働
力
不
足
下
の
地
域
労
働
市
場
100.0 102.9 103.7 116.0 115.0 
１０～1９ 100.0 101.4 103.3 112.6 106.4 
20～2９ 100.0 94.5 93.7 90.3 87.5 
30～9９ 100.0 101.7 97.3 91.2 
92.5 
90.9 
100～299 100.0 103.6 102.1 92.2 
300人～ 100.0 101.1 109.4 111.2 114.4 
資料出所京都市統計センタ ｢京都市の工業』
、好況下でも製造業において増加数および増加率が逐次鈍化し、さらに昭和四五
’七年の不況下では絶対減になった。これに対して、商業、サービス業分野では、
伸び率はや坐低下しているものの増加数は依然として大きく、今次不況下になる
と雇用増加の大部分はこの分野で占められるに至った（事業所統計、失業保険統
計）。ロ規
模
別
従
業
者
数
の
増
減
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
時
期
に
特
徴
的
な
動
き
が
示
さ
れ
て
い
る
が
、
昭
和
四
五
年
に
終
る
長
期
の
好
況
期
で
は
、
雇
用
の
増
大
が
規
模
の
比
較
的
大
き
い
と
こ
ろ
で
大
き
く
、
零
細
な
と
こ
ろ
で
は
こ
れ
に
次
い
で
大
き
い
と
い
う
両
極
に
集
中
す
る
傾
向
が
みられた。これに反し小規模では停滞的であった。このような傾向がもっとも顕
著にあらわれたのは、京都市内の製造業の場合で、一一○’一一九人規模にはじまっ
た従業員数の減少がより上層に波及し、上下両層では雇用増大がみられる（第六
表）。事業所数についてみると零細規模での増加が著しい（事業所統計、工業統
計）。
六
五
労働力不足下の地域労働市場
一ハーハ
以上のような傾向は製造業の大企業、および中小規模の企業が、積極的に下請、外注を利用するとともに、自ら省
力的効果をもつ機械装置を導入し、作業方法を改善したことが、一つの要因となっていると考えられる。これは、さ
きにも引用した概括的な経営者に対する意識調査などにみられる労働力不足対策が単にムードとしてでなく現実にも
実行されていることを示すものである。省力化については、その推進によって、従業員数としては小規模化しなが
ら、生産高が箸増した企業の事例も実態調査の中にみられる。しかし他方、中小規模の工場では要員の維持が恒常的
に困難なものもある。不足率もこの層では終始高かった。そこで、労働力不足の程度が相対的に高い京都市および周
辺では、右の一一つの現象によって、小企業を中心に一展用量が減少していると考えられる。
一方零細規模の経営数と従業員数が増加し、その全体に対する比率もあまり変らないのは、労働力不足による欠員
によって小規模化したこともあろうが、金属機械産業などの場合は下請利用の結果であろう。工業における事業所数
の増加は、昭和三○年代にもみられたが、四○年代には、発展的な金属機械産業を中心として目立っている。昭和四
○’四四年の事業所数の増加は電気機器、輸送用機器で六○％以上に達したが、これらの大部分は零細規模における
ものであった（工業統計）。失業保険統計によれば、その後昭和四七年初めまで、同じ傾向が続いている。問題の京
都市内においても、金属機械産業の零細事業所の増加がみられる。以上のように、府下において発展的な金属機械産
業の需要拡大と、労働集約的な工程の下請化による労働需要増大が、小規模での雇用減の反面、零細企業数や従業員
数を増加させた背景であろう。なお、金属機械産業以外でも零細経営の漸増がみられる。内需を中心とし経営の零細
性を特徴とする京都府下の繊維産業は、工業事業所数のうちに占める比率も高いが、繊維工業でも同じく好況局面で
は零細事業所数が増加した。したがって需要拡大の著しかった時期には、伝統的な産業分野の一部も含めて、これが
第７表非農林業における所得の
伸び率(京都府）（％）
零細企業に有利に作用したと判断される。所得統計によってみても、自営業主の所得は好況の時期に順調に伸び、そ
の水準も雇用労働者に比較して見劣りしないものであった（第七表）。もちろん、業主所得は、不況期には停滞的であ
るものの、賃金と異り景気動向を敏感に反映して好況時に伸びが大きい。
つぎに、いわゆる第三次産業分野の雇用が堅調であることについても、これらの分野の需要拡大との関連が強い。
最
近
の
資
料
に
乏
し
い
が
、
事
業
所
統
計
に
よ
る
と
昭
和
四
一
’
四
四
年
に
従
業
員
の
増
加
数
が
大
き
か
っ
た
の
は
、
卸
小
売
業
で
は
繊
維卸売業等京都を特色づける業種ではなく、飲食店、飲食料品小売店、自動車販売店、サービス業の中では、旅館、
教育、医療、専門サービス業などで、レジャ１消費の増大、自動車の普及、サービス需要の変化などに応ずるもの
で
、
発
展
的
な
分
野
を
中
心
と
し
て
い
る
。
第
三
次
産
業
分
野
で
も
労
働
力
不
足
が
み
ら
れ
、
単
純
な
比
較
で
最
近
で
は
製
造
業
と
同
程
雇用者｜業 主労働
力
不
足
下
の
地
域
労
働
市
場
昭和34～37年
３７～40年
４０～43年
４３～46年
39.1 
47.2 
32.8 
36.4 
39.8 62.6 
53.6 28.2 
一としている。第三次産業分野でも労働力不足がみられ、単純な比較で最近では製造業と同程
造
度
の
不
足
率
と
な
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
製
造
業
の
場
合
と
類
似
し
た
省
力
化
政
策
や
、
販
売
部
構業
門
に
お
け
る
自
動
販
売
機
器
、
セ
ル
フ
・
サ
ー
ビ
ス
な
ど
が
お
こ
な
わ
れ
て
は
い
る
が
、
製
造
業
就ｒ
 
局
に比較すれば省力技術の導入は困難で、労働需要の増大となり易いと思われる。
計
ｊ
統
査
以
上
の
よ
う
に
、
昭
和
四
○
年
代
以
降
の
雇
用
構
造
の
変
化
は
、
製
造
業
の
一
部
に
お
け
る
省
府
調
理
本
力
化
の
進
展
と
、
零
細
経
営
、
下
請
企
業
を
含
む
労
働
集
約
的
分
野
に
お
け
る
雇
用
の
増
大
が
み
総
基
られ、小零細企業の雇用の比重が高いという基本的な特徴は維持された。
所出料資
六
七
第８表製造業男子労働者の年齢別格差 昭和三十年代の過剰労働力が解消する過程で、規模、年齢、地域などによる大きな賃金格差が縮小したが、労働力
不足が持続し、名目賃金の上昇率が高くなってからは、過剰労働力の存在に由来した格差の縮小は一段落した。
まず年齢格差をみよう。府単位の統計が時系列的に整備されていないが、製造業企業規模一○人以上の男子労働者
では、昭和三六’四一一年に年齢別格差は全般に縮小しているのに対し、四一一年以降の変化は微弱である（第八表）。新
している。
昭和四十年以降の賃金構造は、労働市場地域の状況や雇用構造の変化が緩慢であったことと並行し、緩やかに変化
45年昭和36年’４２年
61.5 下才
以
咀
趾
羽
弘
羽
蛆
閲
才
一
一
一
一
一
一
一
一
７
８
０
５
０
５
０
０
０
 
１
１
２
２
３
３
４
５
６
 
５４．５ 
76.8 
100.0 
135.5 
170.1 
195.4 
213.6 
194.8 
125.3 
５７．８ 
76.2 
100.0 
131.2 
157.6 
169.5 
労
働
力
不
足
下
の
地
域
労
働
市
場
82.3 
100.0 
133.8 三
賃
金
構
造
の
変
化
と
そ
の
影
響
156.0 
171.0 
188.4 185.0 
173.7 173.6 
129.3 117.3 
資料出所労働省「賃金構造統計」
（京都府）
股に縮小しているのに対し、四二年以降の変化は微弱である（第八表）。新
規
学
卒
者
や
若
年
層
に
不
足
が
集
中
し
て
い
る
結
果
、
こ
れ
ら
の
層
の
賃
金
上
昇
率
は
確
か
に
著
し
い
も
の
の
、
平
均
賃
金
の
上
昇
率
と
接
近
し
て
い
る
の
が
最
近
の
状
況
で
ある。地域的賃金構造統計としては、右のデータのほか、京都商工会議所
のモデル賃金調査があるが、これによると規模の比較的大きいところ（三
○○人以上）では、年齢別格差が縮小し続けているのに対して、小規模（四
九人以下）では保合状況になっている。また、モデル賃金調査に回答し体
系
的
賃
金
管
理
が
お
こ
な
わ
れ
て
い
る
と
み
ら
れ
る
企
業
相
互
間
で
は
、
モ
デ
ル
賃
金
カーブの企業間格差がなくなっている。大企業の基幹的労働者の定着性が
依然高いことを背景として、これらの企業の労務費節約の意図や、若年層
六
八
に有利な労働組合の配分に関する政策が実現され、大企業における年齢別等の賃金格差が縮小していると解せられる
が、小企業では生計費の上昇、および大企業への追随の必要から中高年層の賃金も平均的に引き上げられざるを得な
い。名目賃金が急上昇する過程で、賃金制度の変更も行なわれ、年齢、勤続と賃金の対応関係は薄れたものの、依然
として賃金比較はモデル賃金等を介しておこなわれているし、新規学卒者の採用賃金に高いものがみられても、「賃
金管理」をおこなっている企業では、初任給が、基幹従業員の賃金の最低をなしている点で従来と変化はない。昭和
四
十
年
代
の
個
別
賃
金
の
著
し
い
上
昇
も
こ
れ
ま
で
の
賃
金
制
度
と
矛
盾
す
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
し
、
相
対
的
低
賃
金
層
は
、
男
子
の
場合はやはり若年層に比重が高いことにも変りがない。
規模別賃金格差に関しても、府レベルの時系列統計は不十分である。工業統計によると昭和一一一四年と四五年の二
年
間
に
か
な
り
の
縮
小
が
み
ら
れ
、
二
○
○
人
以
上
を
一
○
○
と
す
る
四
’
九
人
の
平
均
賃
金
は
六
○
か
ら
七
五
程
度
に
上
昇
し
て
い
る
。
最
近
、
製
造
業
中
分
類
を
と
る
と
格
差
は
も
っ
と
縮
小
し
て
お
り
、
金
属
機
械
産
業
で
は
七
五
’
八
○
程
度
に
な
っ
て
い
る
。
製
造
業
平
均では依然として規模が小さいほど賃金が低いという平均的な対応関係があるが中分類では不明確である。零細経営
で熟練労働者の多い場合や中小規模で女子の多い電機の場合など、労働力構成の違いが反映するためであろう。同一
の年齢層をとれば、規模別の格差は残存し、中高年層の場合は大きい。例えば、賃金構造統計で、四○’四九才男子
労働者では、一○○○人以上の企業を一○○として五’九人の企業では四一である（製造業、昭和四五年六月）。零
細規模では、大企業の賃上げが終ってから、賃金を改訂してゆくが、それでも五○を超えることはあるまい。このよ
う
に
、
平
均
的
に
、
と
く
に
個
別
的
に
格
差
が
残
っ
て
い
る
が
、
こ
の
状
態
は
、
全
国
的
趨
勢
が
当
て
は
ま
る
と
す
れ
ば
、
昭
和
四
○
年
代を通じてほとんど変らなかったと推測される。
労
働
力
不
足
下
の
地
域
労
働
市
場
六
九
労働力不足下の地域労働市場
七
○
府内における地域間賃金格差も、他の二つの格差と同様に、昭和四○’四五年に保〈ロ状況であった。この種の格差
は、それぞれの地区の産業の構成など具体的条件によって左右され個別の動きを説明することは困難である。しかし、
京
都
市
周
辺
の
地
域
の
賃
金
は
、
昭
和
四
○
’
四
五
年
の
期
間
に
、
京
都
市
と
の
差
を
著
し
く
縮
小
し
て
い
る
点
が
目
立
っ
て
い
る
。
一
方、府内で大企業の事業所が立地して二’一一一割平均を上回っていた一’二の地域の賃金は平均並みに近づいている。
過疎化しつつある北部の郡部では平均との差を拡大しているものがある。このような個別的変化はあるが、一九市郡
に分類した工業統計による平均賃金の散らばりは、昭和一一一五’四○年の縮小のあと、四○’四五年には保合ないし拡
大
気
味
と
な
り
、
商
業
統
計
に
よ
る
格
差
も
昭
和
四
一
’
四
五
年
に
同
じ
よ
う
な
傾
向
を
示
し
た
。
、
、
以上、一一一つの側面からみると、昭和四○年代に入ってからの一」の地域の賃金構造は、全国的傾向と類似して、概し
、て安定的であった。そ壱」で賃金水準が、年間一五％も上昇する際に賃金格差が比較的安定している理由が問題にな
る。第一には、消費者物価の上昇の影響が労働者各層に及ぷことがあげられよう。ただ、消費者物価の上昇率は賃金
の上昇率よりも低かったから、これによって右の原因を説明しつくすことはできない。第二に、企業内のバランスであ
る。同一企業や工場内部で特定層のみの賃金を引き上げることは、モラールへの悪影響から困難である。しかし、大
企業の場合に既に述べたように企業内における賃金調整は比例的にのみ行なわれるものではなく、この要素は賃金構
造の安定性の一部を説明し得るに過ぎない。第三は、世間相場への追随である。世間相場は、他の多くの調査が明ら
かにしているように、賃上げ額の同業者間等の比較がその内容をなしている。一方、新規学卒者の初任給も、中小規
模の企業では採用競争から、求人の過程で相場化し、毎年引き上げられている。大企業の確定初任給も結果的にはこ
の相場と適合したものとならざるを得ない。そうするとこの一一つの相場によって企業内における配分も規制されよう。
新規学卒者を採用しようとして出来ない小、零細企業でも相場追随の動きがある。これらの企業の労働者が組織され
ていない場合、別におこなった府下の金属機械工業の調査によれば、同業種の賃金の高さや引上額、前年の引上額や
率、地域の賃金の高さや引上額を考慮して、賃金相場に順応する態度がかなりみられる。小零細企業の経営者はまた
従業員の定着対策として、まず労働条件を改善する必要を感じている場合が多い。昭和四○年代の好況期にはかって
のような高率の労働異動がみられないが、少なくとも世間並みの賃金を支払う経営者の態度も、労働異動率鎮静の一
つの条件であろう。したがって、相場追随の傾向は、労働力不足が恒常化しているなかで生じているといえよう。賃
金相場の構成も、労働市場の需給と競争の現状と対応しているようである。全国的大企業で京都に本社があるものは
数社にすぎないが、これらの企業は全国的パターンに関心が強い。一方、これらの企業は地元で新規学卒者をほぼ計
画通り採用できる。中小以下の一般の企業では、新規学卒者の採用はきわめて困難であるが、非公式の情報交換や断
片的な情報の入手によって、京都を中心とした相場が形成される。この相場は大阪を幾分下回ることが多い。零細企
業では、さらに非組織的に、年二回以上賃金を改訂するなどの方法で、必要に応じて賃金改訂をおこなっている。
さて、以上のように、賃金水準の上昇に応じて、大企業の中高年層などを除き、比較的均等な賃金上昇が起っている
が、賃金分布と低賃金層はどのように変化しているであろうか。賃金分布は、賃金格差のほか、それぞれの賃金階級別
労働者数に依存しているから、賃金格差に解消できない問題の側面をもっている。府レベルの時系列の資料としては、
昭和一一一四年以降の就業構造本調査がある。これを整理した第九表によると、非農林業では、三四’四○年には低賃金層
の賃金の上昇率が、相対的高賃金層のそれより高いという形で分布の平等化がみられる。しかし、四○年以降は低賃
金層の賃金の伸びは平均並みまたはそれをやや下回るにいたる。また、四三’四六年には高賃金層の伸びが鈍化して
労
働
力
不
足
下
の
地
域
労
働
市
場
七一
第９表非農林雇用者の所得分布の特性値（京都府）
|鶚’ 上昇率（％）(Ｑ３－Ｍｅ)－(Ｍｅ－Ｑ,） Ｑ３－Ｑ， Ｑ３１ＭｅｌＱ， 労働力
不
足
下
の
地
域
労
働
市
場
l覇昭和34年(仕事がおもな者）３７（〃）４０（〃）４３（〃）４３（総数）４６（〃） 0.312 0.242 0.255 0.257 0.263 0.166 149 149 146 160 153 146 134 148 147 1５０１１５９ 157 
資料出所総理府統計局「就業構造基本調査」
七二
分布がさらに平等化している。相対的低所得層の内容は、従来、女子や若年層
を中心とするもので、昭和一一一○年代以降と基本的に同じであるがわずかに変化
がある。前記統計では下位四分の一の賃金の労働者中に占める女子の割合は六
○％後前であるが、昭和三四年から四○年まで増加、四○’四一一一年は保合、四
三’四六年は微減となっている。これは、初任給の動きと、虫同年婦人の労働
力率の推移と対応している。後の点について言えば、虫同年婦人の労働力化は、
労働力不足の進展に伴って全国的には昭和三○年代後半に進展し、その後は増
勢にあいるものの四五年ごろから変化かみられる。府下の場合も同様な傾向に
ある。就業構造基本調査で、四○才以上の女子の有業者の増加は四一一一’四六年
に鈍化している。女子労働者の平均賃金は、ほとんど年齢差がなく、史尚年層
でむしろ低下するから、未経験の虫同年婦人の雇用の伸びが鈍化すれば低賃金
層の構成にも影響する。その変化は大きい訳ではないが、現時点の低賃金層に
は
、
さ
き
に
述
ぺ
た
よ
う
に
産
業
発
達
か
ら
と
り
残
さ
れ
た
地
域
の
労
働
者
、
一
部
の
高
齢
者、心身に障害ある者などが含まれている。中学卒の高校進学が普通となり、
府下では進学率九○％に達している結果、地元の中学卒就職者は能力の低い者、
家
庭
が
著
し
く
貧
困
な
者
な
ど
に
限
ら
れ
る
傾
向
に
あ
り
、
中
学
卒
初
任
給
は
か
つ
て
の
よ
う
に
基
幹
的
労
働
者
の
出
発
点
と
し
て
意
味
を
失
な
い
、
右
の
よ
う
な
企
業
の
選
択
基
準
の
下位にある労働者の賃金としての性格をもつにいたっている。
以上、労働力不足下では、限界的な労働者層が賃金分布の最下層を占めるが、この層は量的に限られている。した
がって、平均賃金により多く影響するのは、女子や若年層あるいは産業未発達の地域の労働力の比率である。金属機
械工業のうちでも労働集約的で作業の単純な電機などでは実際これらの労働力を活用することによって労務費を切り
下げている事例が多くみられる。内職、零細経営による電機部品の組立もその例である。若年女子の比率が高いため、
規
模
と
し
て
は
大
き
い
が
平
均
賃
金
の
低
い
有
力
企
業
も
あ
る
。
京
都
に
本
社
の
あ
る
電
機
メ
ー
カ
ー
は
、
逐
次
地
方
都
市
に
別
会
社
を
創
設
し
て
地
元
の
女
子
高
校
卒
を
使
用
す
る
政
策
を
と
っ
て
き
た
。
し
か
し
、
個
別
賃
金
の
格
差
が
す
で
に
縮
小
し
て
い
る
こ
と
と
、
中
小
規
模
の
企
業
の
労
働
者
の
年
齢
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
平
均
賃
金
と
し
て
は
下
請
企
業
が
元
請
企
業
を
上
回
る
場
合
も
で
てきた。このような状況が持続してもなお大企業が下請企業を利用を拡大しようとするのであれば、その目的や形態
も変化しているのでなければならない。京都市が最近おこなった『中堅規模企業の下請・外注実態調査』によれば、
下請外注を利用する理由としては、特殊な技術を利用するため、仕事量の変動を調節するため、設備を拡張するより
も有利なためなどの理由が、コストが安くつくためという理由よりも多くなっている。さらに、下請・外注関係にあ
る企業への援助についてみると、これらの企業の規模が大きい場合は何らの援助も行なわず対等な取引関係に接近し
よ
う
と
す
る
も
の
が
あ
る
ほ
か
、
新
た
な
方
式
と
し
て
品
質
、
工
程
、
経
営
管
理
等
に
つ
い
て
指
導
す
る
も
の
が
相
当
数
み
ら
れ
る
。
単
価決定においても、買い叩きにとどめず、元請の発注単価の見積を合理化しようとする動きもある。経営管理面の指
導が必要となるのも、それによって高騰する人件費などのコストを引き下げようとするものである。これらは、賃金
格差が既に圧縮され労働力不足下に賃金が一般に高騰するなかで、従来の下請関係と異った面がでていることを示す
労
働
力
不
足
下
の
地
域
労
働
市
場
七三
昭和四○年以降、労働力不足が持続するなかで地域労働市場にあらわれたいくつかの特徴について述べた。労働需
要の面については、製造業の中堅的部分で省力化がすすんだ。機械設備や作業方法の改善による企業内における労働
力節約と下請、外注利用がおこなわれた。労働力供給源の転換は、間もなく他地域他企業との競合から限界に近づい
た。発展的な第三次産業分野と、下請、下注利用の結果、零細経営とその従業員数咄増大し、就業構造の変化は緩や
かであった。労働力不足にともなって、慣行的な賃金格差左維持十る経営者の態度が一般化し、大企業における中高
年層など一部の層を除いて比較的均等な賃金の上昇がみられた。低賃金労働者の賃金も平均並みには上昇し、最低層
の内容も整理されてきた。右のような労働力不足下の雇用、賃金の動きは、労働者生活の面からいくつかの問題点を
含んでいる。たとえば、省力化に伴う職場の作業条件への影響はどうか、雇用の拡大した商業サービス業、零細企業
における労働条件はどっかなどである。また、地域的にも、産業活動と人口の局地的集中に伴う過密化による生活環
境の悪化の問題がある。労働市場の地域構造については、過密化した部分での広域の需給結合がみられたが、その他
の地域および地域間の慣行はあまり変化がなかった。京都府下では、地域間の賃金格差も、一部過疎地の賃金の相対
的低下もあって、全体としては縮小しなかった。北部の相対的低賃金が残存し、これを利用する労働集約的産業の進
眼もみられた。労働力不足の進展は、名目賃金の大幅な上昇をもたらし、就職、就業先の選択の余地を拡げる役割を
果したが、自由な売手市場のみでは解決できにくい問題も生み出されているように見える（昭和四七年八月）。
労働力不足下の地域労働市場
ものである。
七四
